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●京都府議会 2015 年９月定例会で日本共産党の馬場こうへい議員、まえくぼ義由紀議員が行

った討論等を紹介します。 

意見書・決議案討論 

馬場こうへい議員      （日本共産党・京都市区）2015年 10月 7日 
 日本共産党の、馬場こうへいです。現在議題となっています 14 意見書案及び、1 決議案について、3 会派

提案の「地方創生に係る新型交付金等の財源確保を求める意見書案」「ICT 利活用による地域活性化とふる

さとテレワークの推進を求める意見書案」及び、民主党提案の「立憲民主主義国家として国民と共に歩むこ

とを求める意見書案」の３意見書案に反対し、他の意見書案及び、決議案に賛成する立場で討論を行います。  

 まず、我が党提案７意見書案及び、1 決議案についてです。 

最初に、「憲法違反の戦争法（安保法制）の廃止を求める意見書案」についてです。戦争法が強行された

直後から、自衛隊がすでに派兵されている南スーダンでの「駆けつけ警護」や「任務遂行」のための武器使

用、南シナ海での米軍防護など、その具体化の危険性が浮上しており、戦争法を廃止し、立憲主義を回復す

ることが、いよいよ緊急の課題となっています。 

 戦争法に反対し、民主主義を取り戻す国民の運動は、強行採決後も広がり続け、野党が力を合わせ、戦争

法の廃止を実現することを求める運動へと発展してきています。本定例会には、「安保関連法案の採決強行に

抗議し、廃止をもとめる意見書採択に関する請願」も提出されました。京都府民から選出された府議会議員

として、ここに出席している一人ひとりが、国民・府民の皆さんの声にどう応え、どう行動するかが厳しく

問われています。今こそ、京都府議会として意見書を採択し、国民・府民の皆さんと共に戦争法廃止の声を

あげようではありませんか。 

なお、民主党提案の「立憲民主主義国会として国民と共に歩むことを求める意見書案」は、戦争法の廃止

をかかげていないだけでなく、「憲法改正」の必要性や是非の議論を進めようとするものとなっています。こ

れでは、立憲主義を取り戻し戦争法廃止を求める圧倒的な国民の願いに応えるものになりません。よって反

対です。 

次に、「経ヶ岬米軍レーダー基地を撤去することを求める意見書案」についてです。 

もともとこの基地は、先日、毎日新聞なども「安保法制の最前線に立たされた街」としているように米軍

と自衛隊との連携強化をめざす新ガイドラインのもと、沖縄普天間飛行場の辺野古への移設拡充とともに建

設が約束されたものです。そのことは、昨年１２月、自衛隊の河野統幕長が米軍幹部と会談し、経ヶ岬のレ

ーダー基地について、「ミサイル防衛の連携において非常に重要」だと発言していたことからも明らかです。 
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いよいよ 9 月 30 日に公布された安全保障関連法により、このレーダー基地が、集団的自衛権行使と一体

に運用される危険が現実のものになっています。 

その上、レーダー本体や発電機等からの騒音や低周波被害もなくなるどころか拡大し続け、交通事故も昨

年 10 月以来既に 20 件も発生するなど地元住民の安全と安心は著しく脅かされ続けています。 

また、米軍関係者は集団で居住するとの当初の約束は次々に踏みにじられ、現在約 30 名近くが勝手に居

住をし始め、島津地区では住民の意向を無視して米軍属の集合住宅の建設工事が進められるなど、「地域の安

心安全について万全を期すよう」にとの京都府と防衛省との約束は全く反故にされる事態が相次いでいるこ

とは極めて重大です。 

沖縄県では、新基地建設に関わって知事自身が県民の立場を貫き、国にも毅然とものを言いつづけている

姿勢は県民を大きく励ましています。知事も、こうした姿勢に学んでいただきたいと思います。 

今月 31 日には、「いらんちゃフェスタ２０１５・危険なＸバンドレーダー基地の即時撤去を」が「米軍基

地建設を憂う宇川有志の会」などの主催で開催予定となっているように、米軍レーダー基地撤去の願いはい

よいよ府民にとって切実となっています。 

 次に、「マイナンバー制度の実施中止を求める意見書案」についてです。国と自治体が、個人の社会保障の

利用状況と税の納付状況、所得・資産を一体的に把握するマイナンバー制度が、今月５日から施行され、番

号の通知が始まりました。世論調査では約８割の国民が、個人のプライバシーが侵害される危険性など「不

安」と答え、1000 万世帯規模で番号通知が届かない事態が予想されるなど、不安と混乱が大きく広がってい

ます。そもそもマイナンバー制度は、徴税業務の「効率化」や社会保障給付の「適正化」などと称して、徴

税強化や社会保障費の削減への利用を狙っていることは明らかです。また、マイナンバーを扱う自治体や中

小企業の体制も確立していません。とくに、中小零細業者は費用や人的体制など負担も大きく、本定例会に

は、京都の商工団体から実施を延期し、廃止を求める意見書の提出を求める請願が提出されました。政府は、

マイナンバー制度の実施を中止するべきです。 

 次に、「関西電力高浜原子力発電所 3，4 号機の再稼働に反対する意見書案」についてです。 

 福島第一原発事故から 4 年と 7 か月。先日、1 号機を覆っていたカバーがようやく取り除かれたものの、

まとまった雨が降るたびに汚染水が海へと流れだすなど、事故の収束や廃炉への道のりは、まだまだ険しい

と言わなければなりません。ましてや、住民が再び戻ることができるようになるには、途方もない時間が必

要です。 

 故郷を奪われ、未だに帰ることのできず避難を余儀なくされている人たちが 19 万人を超え、本府にも 316

世帯 725 人の方が避難されています。 

今、国に求められているのは、一日も早く故郷に帰ることができるように、英知を結集し力を尽くすと共

に、原発ゼロの決断をすることです。 

福島原発事故を経験し、様々な対策が打たれてもなお事故を 100%防ぐことはできません。そして、一度

事故が起きれば再び国民に大きな犠牲を強いることも防ぐことはできません。だからこそ、裁判所も運転差

し止めの仮処分の決定を下したのです。 

ところが国は、再稼働の準備を進め、電力会社と一緒になって再稼働に固執する姿勢を取り続けています。

こうした国の姿勢に対して、事故以降今でも毎週金曜日の関西電力京都支店前での抗議行動などが続けられ

ています。こうした国民の声をしっかりと受け止めるべきです。 

 次に、「児童相談所等の体制整備・虐待対策の拡充を求める意見書案」についてです。 

昨日、京都府市長会が開かれ、来年度の府予算への要望に、「児童相談所の人員確保と人材育成」を盛り

込むことを確認したことが報道されています。 

貧困と格差等を背景に、児童虐待件数が急増する中、子どもの命を守るために、児童虐待の防止、早期発

見、子どもと親への専門的な支援および子育てや教育、保健・医療等、子どもにかかわる専門機関の連携の

強化、相談支援体制の充実のために児童相談所の体制強化は待ったなしです。加えて、児童虐待の通告・相

談の第一次的な対応窓口となった市町村においても、相談件数は急増していますが、相談窓口に従事する職

員の多くが、非常勤であり、児童虐待という重要な問題を扱うには責任や専門性という点でも不安な体制と
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なっています。また、緊急一時保護施設の施設整備や児童指導員等の人員配置についても、要保護児童への

適切な支援を行えるようさらなる体制強化が必要です。 

すでに本年 3 月に出された京都府児童相談業務評価検証部会の評価報告書において、全ての児童相談所に

一時保護所を設置することや、市町村職員に専門職員をいれて対応していく必要性など、厳しい指摘があっ

たことも、重く受けとめるべきです。 

 次に、「労働者派遣法の抜本的改正を求める意見書案」についてです。 

 先斗町で働く大学生アルバイトが、試験のために休みを申し出たところ、突如解雇されるという事案を受

けて、先斗町のれん会とブラックバイトユニオンが、先斗町でのブラックバイトの根絶を目指すという共同

声明を発表しました。一方、ワンオペ勤務などが問題となったすき屋などでは、バイトの確保ができず営業

することのできない店舗が出ています。今、求められているのは「ブラックな働かせ方を許さない、人間ら

しく働くルール」を確立することです。 

 ところが今回、臨時国会、通常国会と 2 度にわたって廃案になった、改悪労働者派遣法が強行成立させら

れました。これは正社員化への道を閉ざし、生涯ハケン等を生み出すもので、断じて許すことはできません。 

しかも本府では、初めて正規雇用を 4 年で 3 万人増やしていくという目標が持たれ、新たにつくられた「若

者等就職支援条例」の中では、企業の責務として正規雇用が掲げられでおります。今回の改悪は、これらの

土台を掘り崩すものではないでしょうか。 

人間らしく働くルールを確立するためにも、労働者派遣法の大改悪は撤回し、労働者保護法へと抜本的な

改正が必要です。 

次に、米価下落対策を求める意見書案及び決議案についてです。 

一昨日、TPP 交渉が大筋合意に至ったことが報道されました。そして、その合意の中で、政府自身が「重

要品目」として「聖域は守る」と公約してきたコメや牛肉、豚肉についても大幅に譲歩をしていたことが明

らかになりました。 

その中でもコメについては、ミニマムアクセス米 77 万トンに加えて、アメリカ・オーストラリアの両国

から合わせて 7 万 8400 トンの無関税輸入枠が設けられることになりました。コメ農家の中では、京都府で

コシヒカリ 60 キロ 9000 円台という昨年の大暴落で、「もう続けられない」との悲鳴が上がり、国が責任を

もって需給調整と価格の安定策を取ることが望まれており、まさしく裏切り行為と言わなければならない。 

今後、大筋合意を受けて、協定文書の作成とその調印、各国の批准、国会承認という段階があり、大幅譲

歩を繰り返した交渉の実態が明らかになれば、一層国民の大きな批判が起きることは避けられません。 

今、国に求められているのは、TPP 協定作成作業から撤退し、調印を中止すること、併せて、農家が安心

してコメ作りを続けられるよう、需給調整、価格の安定化に責任を持つことです。 

そして本府としても、京都府の農業の根幹が危機に瀕しているときに、米価の下支えをはじめ対策を講じ

るべきです。 

 以上、我が党提案の 7 意見書案及び、1 決議案への賛同をお願いします。 

 最後に、3 会派提案の「地方創生に係る新型交付金等の財源確保を求める意見書案」及び、「ICT 利活用に

よる地域活性化とふるさとテレワークの推進を求める意見書案」についてです。 

 安倍内閣がすすめる『地方創生』は、人口減少への危機感をあおり、社会保障費と地方交付税の削減は仕

方がない、足りない分は民間投資の活用と住民の『自助・互助』で賄えというものだと言わなければなりま

せん。 

「ひと・まち・しごと創生事業費」のうち 5 千億円は、行革、地域活性化、人口減少対策などの「成果」

に応じて交付税を配分する仕組みが導入されています。そして、政策パッケージを見れば、意見書案で推進

を求めている ICT を活用したテレワークやサテライトオフィスが並んでいます。これらは、財界が、「雇用・

就業形態の多様化」の名の下に規制緩和のツールとして求めてきたものです。 

人口減少や東京一極集中を招いてきた、自らの責任に対する総括や反省もなく、財界・大企業が求める成

長戦略のために、地方自治体や住民の暮らしを切り捨てようとするやり方では、持続可能な地域社会は展望

できません。 
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今行うべきは、農林水産業など地域資源を活用した仕事と所得の確保、すべての小規模事業者への支援、

条件不利地域への地方交付税の大幅拡充、大都市圏の大型開発の見直しと地域密着、防災・維持管理優先の

公共投資への転換です。よって 2 意見書案には反対であります。 

以上で討論を終わります。ご清聴ありがとうございました。 

 

 

議案討論 

まえくぼ義由紀議員（日本共産党・宇治・久御山町） 2015年 10月７日 

日本共産党の前窪義由紀です。 

ただいま議題となっています議案 9件のうち、第 7号議案関西広域連合規約変更に関する協議の件 1件に

反対し、他の 8件に賛成の立場から討論を行います。 

まず、関西広域連合規約変更に関する協議の件については、関西広域連合への奈良県の部分参加に伴う規

約変更であります。 

奈良県は、参加を見送る最大の懸念として上げてきた国出先機関の地方移管が困難となり、懸念がなくな

ったとの判断により、関西広域連合への部分参加を表明しました。しかし、関西広域連合は、国出先機関の

地方移管を国に求める方針を変えるどころか道州制への準備が検討されています。 

さらに、関西広域連合は、戦略的観光や国際競争力強化のための産業振興として、「関西イノベーション

国際戦略特区」など規制緩和の手法を多用し、新たな呼び込み型開発を強め、また、リニア中央新幹線の大

阪同時開業、北陸新幹線米原ルート、原発再稼働などを先導するなど、まるで財界の出先機関のような役割

を果たしています。 

住民の暮らしとはかけ離れた組織として存在している関西広域連合には、もはや存続の意義を見出すこと

はできません。新たな県の加入で組織を肥大化することではなく、屋上屋となっている関西広域連合は解散

すべきではないでしょうか。  

よって、奈良県の加入を通じて関西広域連合の強化をはかる規約変更に関する協議の件には反対です。 

他の議案には賛成するものですが、指摘・要望しておきます。 

平成 27 年度京都府一般会計補正予算第 2 号については、国の先行型交付金を活用し、いち早く地域創生

に向けたスタートを切ること、独自条例に基づく施策の本格展開すること、医療・福祉、災害復旧などの観

点から予算を編成したされています。 

先行型交付金事業は、自治体の自主性に任されるとされており、その意味では自由度が高いものであるた

め、自治体がどう活用するかが試されるものとなっています。    

しかし一方、政府は、地方版総合戦略と並行して自治体による公共施設等管理計画の策定を求め、すべて

の公共施設等について統廃合・長寿命化などの計画、特に地域コミュニティに大きな影響がある公立小中学

校の統廃合を推進しようとしています。すでに文科省は、今年度予算で公立小中学校の教員定数について、

少子化による自然減を超えて減らす方針を打ち出し、義務教育費国庫負担金も減額しています。このような

中で、広域連携と公共施設等の集約化への財政誘導に対する自治体の対応が問われています。 

本府の地域創生戦略も、政府の戦略と同様に、「中小都市がそれぞれの個性や資源を生かしながらも機能

分担・役割分担しエリア全体で都市機能や生活サービス機能を維持する圏域行政にシフトする」としていま

す。公共施設等の集約化で市町村をまたぎ中枢拠点を促進するもので周辺地域を一層疲弊させるものです。 

本府が、財政的な制約を理由に、かつて市町村合併を強引に押し付けたように、先行型交付金を活用した

地方創生に関する事業を、政府の狙う「連携中枢都市圏」の促進を中心とする地方創生総合戦略の枠組みに

従い、知事のトップダウンで進めることがないよう強く指摘しておきます。 
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京都式地域包括ケア推進費については、特別養護老人ホームなどの施設整備が主なものでありますが、府

内の待機者 6000人という状況からもさらなる施設整備を求めるものです。また、政府は｢自助努力｣の名で、

今年４月からは、要支援者の訪問介護・通所介護の「保険給付外し」や特別養護老人ホームの入所条件を「要

介護３以上」に制限するなど、家族に介護の重荷を強いる改悪を実施し、８月からは一定所得以上の人の介

護保険利用料に初めて２割負担を導入するなどの負担増を強めています。 

さらに、介護の質を支える介護報酬を過去最大規模で引き下げた改定の結果、経営が成り立たずに閉鎖・

休止に追い込まれる事業所が生まれ、担い手の介護職員の処遇改善ができず、人手不足にも深刻な拍車をか

けています。このような介護保険制度改悪の撤回に向けて、国に意見を上げるとともに、本府としても負担

軽減対策や介護職員の処遇改善への支援を緊急に講じるよう強く求めておきます。 

単独公共事業執行平準化対策費として計上されている債務負担行為 25 億円については、来春の工事発注

量を確保し、年間を通じた円滑な工事執行を推進するためとしています。工事発注の平準化や出水期までの

工事完了等に期待できるものと理解するものです。しかし、土木事務所等の技術職員の大幅削減は事業執行

に重大な影響を及ぼしています。設計業務、工事監督業務の民間委託化、公募型公共事業の繰り越しの増大、

災害時の現場対応に支障きたすなど深刻です。技術職員の計画的な増員を図り、多発する災害への対応も含

め土木事務所等、現場体制の強化を強く求めるものです。 

今議会の審議を通じて、亀岡サッカースタジアム建設めぐる新たな問題が明らかになりました。ＪＲ亀岡

駅北側のスタジアム建設予定地については、これまでアユモドキなど希少生物が生息する地域の環境破壊、

洪水災害の軽減に大きな役割を果たしている遊水機能を低下させる危険性など指摘されてきました。これら

の懸念が払拭されない中、今度は、スタジアムの建設面積が亀岡市都市公園条例の基準を超えていることが

判明しました。 

そして、本府は、その違反事実を知りながら、議会や審議会に全く報告しなかったばかりか、その事実を

隠し 6月議会に建設関連予算を提案していたのです。府議会では、民主、公明など与党議員からも議会への

説明を求める質問が出され、弁護士など専門家からも、「法令に基づき行政を執行する義務を負っている京都

府が、自ら条例違反状態であることを承知しながらスタジアム建設の手続きを進めているのは許されない」

と、厳しい批判が相次いでいます。 

さらに府が、「亀岡の条例が改正されれば違反状態は解消される」などと言及していることは、自治権の

侵害であり言語道断と言わなければなりません。知事としてこの事態を直視するなら、スタジアム建設事業

を直ちにストップし、白紙に戻す判断をすべきだと考えます。厳しく指摘しておきます。 

 

最後に一言申し上げます。 

米軍レーダー基地について知事は、「日本の防衛ために使われる」などと繰り返しました。基地は昨年 12

月に本格運用を開始し、騒音被害、交通事故などで住民に不安を募らせる事態が続いています。また、米軍

基地は、「公布された安全保障関連法で強化される日米同盟の要の一つ」と毎日新聞が報じたように、集団的

自衛権行使の重要な拠点の一つとして運用される危険が現実のものとなってきています。知事の答弁は、こ

れらの事態の進行と住民の願いに背を向けて、政府防衛省と一体に、米軍基地を地元住民・府民に押し付け

るものであります。即刻改めるべきだと指摘しておきます。 

 

今議会開会中に安倍政権は、解釈改憲による集団的自衛権行使を盛り込んだ戦争法・安保関連法を強行し

ました。多くの国民の反対の声を聴かず、国会の民主的ルールも破壊し、強行した憲法違反の戦争法に対し、

残念ながら知事は、「国の専権事項、国権の最高機関は国会」、「違憲の場合には裁判所が判断」と述べるなど、

まったく正面から向き合おうとせず、立憲主義、民主主義否定の暴挙を事実上容認しました。 

日本共産党は、戦争法廃止の一点で一致するすべての政党、団体、個人が力を合わせて「国民連合政府」

を作ろうとよびかけました。野党の選挙協力を含めお互いに大同団結を図るために、誠実に努力するもので

す。このことを私からも訴えまして討論を終わります。 
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請願審査結果【総務・警察常任員会付託分】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【意見書・決議案採決結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件  名 
提 出 会

派 

議決 

結果 

賛否の状況 

自

民 

共

産 

民

主 

公

明 

維

新 

公務員獣医師の処遇改善に関する意見書 自民公 可決 ○ ○ ○ ○ ○ 

地方創生に係る新型交付金等の財源確保を求める意見書 自民公 可決 ○ × ○ ○ ○ 

マイナンバー制度の実施中止を求める意見書 共 否決 × ○ × × × 

立憲民主主義国家として国民と共に歩むことを求める意見書 民 否決 × × ○ × × 

憲法違反の戦争法（安保法制）の廃止を求める意見書 共 否決 × ○ × × × 

関西電力高浜原子力発電所３、４号機の再稼働に反対する意見書 共 否決 × ○ × × × 

経ヶ岬米軍レーダー基地を撤去することを求める意見書 共 否決 × ○ × × × 

児童相談所等の体制整備・虐待対策の拡充を求める意見書 共 否決 × ○ × × × 

児童虐待の防止に向けた体制強化を求める意見書（対案） 自民公 否決 ○ ○ ○ ○ ○ 

私学教育の振興に関する意見書 自民公 可決 ○ ○ ○ ○ ○ 

ＩＣＴ利活用による地域活性化とふるさとテレワークの推進を求

める意見書 
自民公 可決 ○ × ○ ○ ○ 

雇用の安定を求める意見書（対案） 民 否決 × ○ ○ × × 

労働者派遣法の抜本的改正を求める意見書 共 否決 × ○ × × × 

米価下落対策を求める意見書 共 否決 × ○ × × × 

米価下落対策を求める決議 共 否決 × ○ × × × 

 

 

件  名 審議結果 

賛否の状況 

自民 共産 民主 公明 維新 

「マイナンバー制度実施を延期し、廃止を求める

意見書を採択してください」 
不採択 × ○ × × × 

「安保関連法の採択強行に抗議し、廃止を求め

る意見書採択についての請願」 
不採択 × ○ × × × 
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【意見書・決議案文紹介】 
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